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西尾市導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

   国勢調査によると、本市の人口は、令和７(2025)年時点で 169,400 人と平成 

27(2015)年の 167,990 人より 1,400 人程度増加しているものの、外国人人口を

除くと減少傾向となっている。また、年齢３区分別人口をみると、64 歳以下の

年少人口及び生産年齢人口は減少傾向にあり、65 歳以上の老年人口は増加傾向

にある。 

産業構造をみると、西三河地域において著しい発展を遂げた自動車産業に関連

する事業所が多数立地している。自動車産業以外にも、生産用機械やプラスチッ

ク、繊維など、幅広い産業が集積しているため、全国屈指のものづくりの拠点と

なっている。また、自動車関連産業を始めとする製造業のほか、地域ブランドと

して知られる「西尾の抹茶」や「一色産うなぎ」「三河一色えびせんべい」など、

農水産加工に関連した事業所の集積も特徴となっている。 

   中小企業者の実態は、近年、中心商業地に外部資本大型店の出店が続き、商業

関係者、小規模事業者の経営状況は厳しさを増している。このような状況下、社

会環境の変化や、商店主の高齢化、後継者不足等様々な問題がある。また、自動

車業界は、車のＥＶ化や人工知能（ＡＩ）による自動運転、シェアリングなどが

進み、「百年に一度の変革期」と言われる。本市は、自動車産業に関連する中小

企業が多いため、今後変革が進むと必要部品の数が大幅に減り、大きな影響が出

ると見込まれる。 

    

（２）目標 

現在、市内の中小企業は、人手不足、後継者不足等の課題に直面しており、

現状を放置すると市内の産業基盤が失われかねない状況である。このような

中、市内の中小企業の生産性を抜本的に向上させることで、人手不足に対応し

た経営基盤を構築するとともに、後継者が継承したいと思えるような企業にし

ていくことは、喫緊の課題である。 

したがって、本市では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づ

く導入促進基本計画を策定し、この制度を中小企業者に周知し、先端設備等の

導入を促すことで、計画期間内の先端設備等導入計画の目標認定件数は、１０

０件とする。 

これにより、本市は県内で最も設備投資が活発な自治体の１つとなり、西三河

南部地域の中核都市として更に経済発展していくことが期待できる。 

 

（３）労働生産性に関する目標 



   先端設備等導入計画の認定を受けた事業者の労働生産性（中小企業等の経営強

化に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目

標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

本市の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が

本市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を

実現する必要がある。   

したがって、各産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象

とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第 1 項に定める先端設備等全

てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本市の産業は、合併により各駅周辺の中心市街地、海岸エリア、市域東部の

丘陵地と広域に分布している。これらの地域で、広く事業者の生産性向上を実

現する観点から、本計画の対象区域は、市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

本市の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種

が西尾市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性

向上を実現する必要があるため、本計画において対象とする業種は、全業種と

する。 

また、生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、Ｉ

Ｔ導入による業務効率化、省エネの推進など多様である。本計画においては、労

働生産性が年率３％以上の向上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業

を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

   計画期間は３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

①人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇

用の安定に配慮する。 

②公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては



先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

③認定にあたっては、中小企業等の経営強化に関する基本方針及び同意導入促進

基本計画に適合することを確認するために追加の書類の提出その他必要な手段

を取ることができるものとする。ただし、小規模企業者を含めた中小企業者に対

する過度な負担とならないように配慮する。 

④本市は、導入促進基本計画及び先端設備等導入計画の進捗状況を調査し、把握

するように努めるものとする。 

 


